
◆特集 人身取引◆

フランスにおける人身取引規制法の成立
門 彬

１ はじめに

自由、平等、博愛を国是とするフランスは、

20世紀初頭以来、総論で紹介されている人身取

引等をめぐる種々の国際条約に深く関わってき

た。そして、これらの国際条約は、刑法、労働

法その他の国内法にも大きな影響を与えてき

た。一例を挙げれば、第二次大戦後間もない1949

年に国連で採択された「人身売買及び他人の売

春からの搾取の禁止に関する条約」は、フラン

ス刑法典の「売春斡旋罪」制定の基礎となった

と言われている。

また、立法面のみならず、行政においても人

身取引という非人道的な行為に対する対抗措置

を早くから講じてきた。1958年10月５日に第五

共和制が発足したが、新政府は、同じ月に早く

も「人身取引中央取
(注１)

締室」を政府部内に設置して

いる。これも幾つかの国際条約に触発された結

果である。半世紀近く経た今日においても、同

室はフランスにおける人身取引の取締や外国人

売春婦の保護等の分野で中心的役割を担ってお

り、この分野での国際協力活動を積極的に推進

している部署でもある。同室は、ここ数年、年

間平均20件にのぼる人身取引ネットワークを壊

滅に追い込んでいるという。2002年11月、サル

コジ内相は、上院における「国内治安のための

法律(案)」（後述）の審議の過程で、人身取引中

央取締室のスタッフを倍増することを言明して

いる。

フランスは、2000年11月15日に国連で採択さ

れた「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連

合条約」（以下「国際的組織犯罪防止条約」とい

う。）及び「国際的な組織犯罪の防止に関する国

際連合条約を補足する人、特に女性及び児童の

取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定

書」（以下「人身取引議定書」という。）に、同

年12月12日、イタリアのパレルモで署名した。

その後、国会の上下両院での調査結果に基づい

た審議の結果、2002年夏、臨時国会において上

記の条約及び議定書の批准を採択した。

また2003年３月には、「国内治安のための法

律」を制定し、刑法典の中に「人身取引及び売

春斡旋に対する闘いに関する規定」という１章

を設け、新たに人身取引罪を設けたほか、既存

の売春斡旋罪をさらに厳しく規制するため、条

文の改正を行
(注２)

った。

本稿では、以下の２において、フランスにお

ける人身売買及び外国人売春婦の実態等を上下

両院に提出されたいくつかの報告書のうちか

ら、次の３つの報
(注３)

告書に基づいて紹介すること

とする。

① 上院外交委員会報告書第217号（2002年２月

７日）

② 下院法務委員会報告書第3552号（2002年１

月22日）

③ 「国内治安のための法案」に関する下院法

務委員会報告書第459号（2002年12月５日）

（上記の３つの報告書は、いずれも人身取引

とそれに伴う売春を扱っており、趣旨は同じな

ので、煩雑さを避けるため、以下の文中では特

に典拠を記していない。）

次いで、３において、上記の「人身取引議定

書」の批准に至った立法過程及び2003年３月に

成立した「国内治安のための法律」の審議経過

等々、立法府の人身取引に対する対応を紹介す

る。
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最後に、４において、人身取引の規制につい

て、刑法典改正にまで至らなければならなかっ

た理由及び犠牲者の保護措置等について紹介す

る。

さらに、別稿として、「国内治安のための法律」

から、人身取引の定義、罰則、被害者の保護、

滞在許可等々を規定した条文を抜粋し、仮訳で

紹介する。

２ 人身取引及び外国人の売春の実態

人身取引の犠牲者

フランスにおいては、売春そのものは法律上

禁止されてはいないが、刑法により、売春斡旋

及び売春からの搾取は制裁の対象となり、特に

これらの行為を未成年者や社会的弱者を対象と

して行った場合には、刑罰が重くなる。また売

春をする側も、前記の「国内治安のための法律」

制定後は、積極的、消極的を問わず、報酬を目

的として性的関係をもつことを勧誘した場合に

は、刑罰の対象となるため、実質的に売春禁止

の方向に向かいつつある。後述するように、近

年、フランスにおける売春婦の多くが国際的な

人身取引の犠牲者で、外国人である。

フランスの国会で紹介された国連とインター

ポールの行った報告によれば、毎年世界で約50

万人もの人が人身取引の対象とされ、これらの

犠牲者がヨーロッパ、アジア、アメリカ大陸に

流入しているという。EU域内での人身取引犠

牲者の数は、推定で20万人から30万人とも言わ

れ、これらのうちの95%が女性と児童であると

見られている。強制的に家事労働等に従事させ

られるケース、窃盗、略奪、物乞い等を強要さ

れるケースもあるが、殆どが売春をはじめとす

る性的搾取を目的として取引された人たちであ

る。

こうした外国人の人身取引の手口や目的等

は、しばしば報道されている我が国での実態と

大差は
(注４)

ない。「酒席でホステスをするだけで大金

が稼げる」というような甘言に乗せられて、パ

スポートなどの渡航書類を渡され、母国から外

国に移送される。到着地でパスポートを取り上

げられ、渡航費用、宿泊費用などの名目で、莫

大な借金を背負わされ、多くの場合、暴力と脅

迫により売春を強要される。拒絶すると、さら

なる暴力、様々な心理的圧力を受け、母国に残

してきた子ども、家族の生命までもが脅かされ

る。（フランス国会では、実際に母国の家族が報

復を受けたり、殺害された事例も報告されてい

る。）雇い主も次々代わり、その度に借金額も増

えて行く。言葉もわからない外国で、マフィア

等の厳しい監視下にあり、自身も不法滞在、不

法就労をしているという意識があるので、救済

を申し出る手立てがない等々、犠牲者は絶望的

な状況に陥る。

外国人売春婦の増加

国会の公聴会に召喚された人身取引中央取締

室の司法警察担当官によれば、外国人売春婦の

出身国、割合などを正確に把握するのは非常に

難しいという。闇の職業である売春と人身取引

を操るマフィア・グループが、捜査の眼をまぬ

がれ、あるいは撹乱するために、常に都市から

都市へ、国から国へと移動しているからである。

2000年、フランスにおける売春婦の数は推定

で15,000人と報告され、うち半数近くの約7,000

人がパリで就業していると見られている。また、

これらの15,000人の他に、バーのホステスや

マッサージ･サロンの従業員等、売春まがいの不

法労働を強いられている女性が3,000人はいる

と見られている。近年外国人の割合が増え、2001

年において、パリで保護又は摘発された売春婦

のうち、69.45%が外国人であった。これが国境

近くの大都市では外国人の割合が大幅に増え

る。ストラスブールでは89%、ニースでは86%

を外国人が占めていた。外国人のうち、東欧及

びバルカン諸国出身者が全体の70％を占め、マ
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グレブ及び西アフリカの仏語系諸国出身者が

22％を占める。最近では、ガーナ、ナイジェリ

ア、シエラ・レオーネ等の英語系諸国からの出

身者も増えているという。

いずれにしても外国人売春婦が、もともとの

フランス人売春婦を駆逐している状況にある。

パリだけを例にとれば、1998年には、外国人売

春婦の占める割合は30%に過ぎなかった。1999

年には50%、2000年には60％、2001年には70%

という急増振りである。摘発された外国人の売

春斡旋業者の割合も1997年の28.9%から2000年

には48%に増加している。2001年に、人身取引

中央取締室が壊滅に追い込んだ人身取引ネッ

ト・ワークの数は、東欧系ルートのものが８、

アフリカ系ルートのものが５、アジア系ルート

のものが２、その他が９となっている。

背景

1990年代に入って、ヨーロッパをはじめ、ア

ジアやアメリカでこうした人身取引とそれに伴

う外国人売春婦が急増した背景には、ベルリン

の壁崩壊後、東欧圏の国々で大きな混乱が生じ、

国によっては激しい内戦が続いて極度の貧困に

陥ったことが、第一に挙げられている。さらに、

アフリカの幾つかの国で生じた内戦がこれに加

わる。

他方、EU諸国の側においては、1990年にルク

センブルグで調印され、1995年に発効したシェ

ンゲン協定により、EU域内の多くの国 （々1998

年以降、イギリスとアイルランドを除く13か国）

で、人々の往来が自由となり、他国からの旅行

者も加盟国の最初の到着国で入国手続をすれ

ば、原則的に域内を自由に行き来できるように

なったという利便さが挙げられている。

こうした交通の便に加えて、経済のグローバ

ル化、インターネット等の通信の発達などが、

90年代後半、人身取引の急増に拍車をかけたと

いわれている。

「産業」としての人身売買

人身取引の被害者は、出身国により違いがあ

るが、もともと１人1000ドル程度（10万円余り）

で売買されているケースが殆どである。１人当

りの国民総生産が、東欧やアフリカの最貧国で

は、フランスと比較した場合、何十分の一しか

ないことによる。一方、１人の売春婦が、フラ

ンスに来ると、年平均11万ユーロ（約1,500万円）

稼ぎ出すと試算されている。このうちの70％以

上が犯罪組織の手に渡り、売春婦の手に入るの

は10%にも満たないと言われている。フランス

において、人身取引は、年間23億～30億ユーロ

（約3,000～4,000億円）の市場をもち、麻薬取

引に並ぶ悪の「産業」に発展した。しかも人身

取引を行う側にとっては、これまでは、麻薬取

引に比べてはるかにリスクが少ない仕事と見ら

れていた。組織の末端が仮に捕まったとしても

売春斡旋罪で済み、比較的軽い刑罰で済むケー

スが多かったからである。

国会での調査においては、金の流れについて

も報告されている。例えば、2001年に旧ソ連、

現在は独立国家共同体に属するモルドバ共和国

及び東欧のアルバニア共和国という二つの最貧

国に宛てたフランスからの郵便為替による送金

が、前年度比で、各々306％増、176％増を示し

た。モルドバ共和国を例にとると、麻薬取引、

盗品取引、武器取引なども含まれているが、80%

は人身取引とそれに伴う売春活動に関連する送

金と見られている。

捜査及び取締の難しさ

EU域内の移動の自由化、経済のグローバル

化、IT技術の発達など、人身取引を容易にして

いる要素がそのまま、捜査及び取締の難しさと

なっている。さらに、根本的な問題として、EU

加盟国の間においてさえ、法的、制度的な違い

があり、これが人身取引撲滅の障害となってい

ると指摘されている。売春一つを例にとってみ
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ても、ドイツ、オランダ、ギリシャ等は、これ

を「必要悪」とみなし、行政の管理下で規制し、

一定の枠内で是認する政策（売春の許可制、医

学的監察制度、売春宿の認可、売春街の指定

等々）をとっている。こうした国では、売春斡

旋も、未成年者や障害者等の社会的弱者を対象

としない限り、また売春婦が同意している限り、

許容されている。EU外でも、売春について、こ

うした規制主義をとる国（reglementalistes）と

して、トルコ、オーストラリアなどが挙げられ

ている。

これに対して、フランスやベルギーは、現在

のところ、売春そのものを必ずしも犯罪とは見

なしてはいないが、ドイツのような規制主義を

排して、制度的売春を撤廃する廃止主義の立場

（abolitionnistes）をとり、売春斡旋、売春から

の搾取を厳しく禁じ、将来的には売春禁止に向

かおうとしている。北欧３国、メキシコ、フィ

リピン、フランス語系アフリカ諸国も同様の立

場をとり、これらの殆どの国は、1949年の「人

身売買及び他人の売春からの搾取の禁止に関す

る条約」の締約国である。

フランスとドイツという隣国同士で、しかも

EUの２大牽引国の間でさえ、こと売春に関し

ては、国の施策、法制度に大きな違いがあり、

これが人身取引の捜査及び司法の面での国際協

力の遂行に大きな障害となっている。前述の、

売春婦の89%が外国人であるストラスブールの

人身取引及び売春を取り仕切っているのはドイ

ツ国内にある組織で、そこから遠隔操作を行っ

ていると指摘されている。一般に、人身取引を

行う主犯格の組織は、隣国又は人身取引の犠牲

者の出身国等、他国にあって、インターネット

等で指示を出しており、末端で動くのはローカ

ルな組織であると言われている。末端組織が摘

発されても、新たな小犯罪組織が雨後の竹の子

のように生まれてくる仕組みになっているので

ある。

３ 立法府の対応

上下両院の調査委員会

フランスは「人権の発祥の地」であると自他

ともに許してきた。しかし、近年、フランスは

人身取引の中心国の一つであることがマスメ

ディアなどでしばしば伝えられるようになっ

た。フランスは悲惨極まりない人身取引の目的

地とされ、また東欧圏やアフリカ諸国からハン

ブルグ、アムステルダム、ロンドン等への中継

地ともなっている。

外国人犠牲者は、年々若年化していく傾向に

あるという。中には、人身取引どころか、誘拐、

拉致されてきた未成年者がいることも明らかと

なっている。また犠牲者の中に、聾唖の女性が

混じっていたことも伝えられた。政府のみなら

ず、立法府もマスメディアがしばしば報じる人

身取引の残虐非道さに震撼したのである。

上院は、フランスが先述の国連の「国際的組

織犯罪防止条約」及びこれに付属する「人身取

引議定書」に2000年12月に署名する以前から、

「女性の権利及び男女機会均等委員会」（以下

「女性の権利委員会」と
(注５)

いう)において、すでに

外国人の人身取引及びこれと深く関わっている

売春に対する本格的な調査に着手していた。

他方、下院は、年が明けた翌2001年３月に、

「種々の形態の現代的奴隷制度に関する共同調

査小委員会」（以下「現代的奴隷制度調査小委員

会」と
(注６)

いう)を設け、特に悲惨な情況にある売春

による性的搾取、さらにその背後にある人身取

引の問題に焦点を当てて本格的な調査を行うこ

とを決定した。同委員会は、発足と同時にモル

ドバ共和国やウクライナ共和国等に委員を派遣

し、詳しい現地調査も行っている。

約１年を経て、上記の両委員会はそれぞれい

くつかの報告書を出した。

上院における「人身取引議定書」の批准審議
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2001年12月５日、当時の左派政権は、「人身取

引議定書」の批准を承認する
(注７)

法案を国会に上程

した。先議した上院外交委員会に対して前述の

「女性の権利委員会」の調査に基づく報告書が

提出された。この「人身取引議定書」批准法案

の第一読会の審議は、本体の「国際的組織犯罪

防止条約」批准法案の審議とともに始められた

が、2002年２月７日、上院第一読会において、

与野党の全会一致の裁決で可決された。

下院における「種々の形態の今日的奴隷制度に

対する闘いを強化する法案」の審議

一方、下院においては、2002年１月８日、当

時与党であった社会党の下院幹事長の手になる

議員立法、「種々の形態の今日的奴隷制度に対す

る闘いを強化する
(注８)

法案」が上程された。下院の社

会党議員団は、しばしば報道される人身取引の

悲惨な情況について、国際条約の批准もさるこ

とながら、平行して国内での取締法を整備、強

化することが急務と考えたのである。

法案は全12条にわたり、刑法典に新たに人身

取引罪を設け、併せて刑事訴訟法等を改正し、

人身取引の被害者の救済を目指したものであ

る。法案は、議員立法としては異例の速さで急

遽下院法務委員会の審議に付され、次いで本会

議第一読会にかけられて、１月24日に可決した。

こちらも与野党ともに異論はなく、ほぼ満場一

致の裁決であった。前記の「現代的奴隷制度調

査小委員会」での報告がこの法案の作成に与っ

て力があったと伝えられている。

「人身取引議定書」批准成立

人身取引とこれに伴う売春という社会問題に

対し、また、これらの撲滅という同一の目標に

向かって、フランスの国会は、上下両院がそれ

ぞれ異なるアプローチをほぼ時を同じくして

行っていたのである。

しかし、2002年は特別な年で、この年の４月

末から５月初旬にかけて行われる大統領選挙、

次いで６月に行われる下院総選挙を控えてい

て、国会は２月後半から選挙戦のため事実上の

休会に入ってしまった。大統領選挙は、承知の

ように、シラク大統領の再選、総選挙は保守派

の圧勝に終わり、保革共存体制が解消された。

新政権は、選挙戦のために生じた政治空白を埋

めるべく、2002年７月に臨時国会を召集した。

２月７日に上院で可決された「人身取引議定

書」批准のための法案は、本体である「国際的

組織犯罪防止条約」批准法案とともに７月１日

に下院に送付され、臨時国会中に、下院におい

ても承認され、これらの条約及び付属議定書の

批准は最終的に成立
(注９)

した。

しかし１月に下院第一読会で可決された人身

取引取締法案である議員立法、「種々の形態の今

日的奴隷制度に対する闘いを強化する法案」は、

上院に送付されたものの審議に付されなかっ

た。

「国内治安のための法律」

国会は、2002年10月から常会（2002-2003年）

に入った。保守派の新政権は、人身取引とは別

に、悪化の一途を辿る国内治安に対処するため、

「国内治安のための法案」を上程した。同法案

は、10月末から上院の先議で審議が始まったが、

審議の過程で、同法案の中に、前記の下院第一

読会で１月に可決された議員立法、「種々の形態

の今日的奴隷制度に対する闘いを強化する法

案」の骨子を新法の中に取り込む緊急動議が保

守派議員から出された。これが受け入れられ、

修正が施されて、法案は11月19日に可決された。

同法案は下院に送付され、下院においては、12

月18日から法務委員会で審議が始まり、年が明

けて１月28日に、本会議第一読会で上院とは異

なる法文が可決された。両院同数合同委員会が

開かれ、調整された後、「国内治安のための法律」

は、2003年２月13日に国会で可決成立
(注10)

した。
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人身取引を律する条文に関しては、当初は与

党で左派の社会党議員提出の議員立法案が、政

権交代後の保守派の政府法案に取り込まれると

いう異例の経過をたどった。二つの大きな選挙

戦を挟み、保革が激突する中にあっても、人身

取引とこれに伴う外国人売春の惨状について

は、党派を越えて誰しもが強い規制と犠牲者の

救済の必要性を感じていたものと思われる。

４ 刑法典等の改正

新しい刑法条項の必要性

フランスの刑法典は、人の自由に対する侵害、

人の尊厳に対する侵害、人格に対する侵害等々、

人に対する重罪及び軽罪をこと細かく律してお

り、また、売春斡旋を禁じる条項、人の略取・

監禁、人への性的攻撃、人からの搾取など個別

の非人道的な行為に対しても厳しく罰する条項

が完備されていて、人身取引を既成の刑法典の

枠で罰することが可能のように思われていた。

しかし、立法府も行政府も人身取引を根絶する

には既成の刑法典では不充分であり、以下のよ

うな理由により新たな条文を加える必要性があ

ると考えた。

第一に、人身取引の加害者を単なる売春斡旋

の罪として罰するだけではなく、犠牲者を他国

で採用し、国際的に不法に輸送し、人の尊厳と

は相容れない労働又は宿泊条件等を強制し、特

に売春等を強要して搾取するという行為を犯罪

として包括的に捉える条項が必要であると考え

た。換言すれば、「人身取引議定書」で謳われて

いるような人身取引についての明確な定義を刑

法典の中に書き込む必要を認めたのである。

第二に、既成の刑法典で律している「人道に

対する重罪」のうち、いくつかの条項は、政治、

思想、人種又は宗教上の動機により、集団が他

の集団に加える奴隷状態、拷問その他の非人道

的な行為であって、個人に適用できないという

法的不備が指摘されていた。（例として、刑法典

第212-1条［政治的動機等による非人道的行為］

が挙げられている。）

第三に、人身取引の犠牲者を救済し、出身国

に安全に帰国させ、又は場合によりフランスに

同化を促す積極的な措置を法で講ずる必要のあ

ることが、国会審議その他で夙に指摘されてい

た。

人身取引の犠牲者の救済

上記の第三で言及した犠牲者の救済措置につ

いては、2002年１月に下院において可決された

前記議員立法、「種々の形態の今日的奴隷制度に

対する闘いを強化する法案」の審議の過程で最

も強く主張されていた。この議員立法案に比べ

て、「国内治安のための法律」は、いくらか後退

したと言われているが、同法の中にも、犠牲者

を保護し、収容し、すみやかに帰国させるか、

又は、必要な場合には、犠牲者の社会復帰のた

めに手を差し伸べるべき条項が盛り込まれてい

る（第42条及び第43条）。同法第43条では、フラ

ンス国内において、極端な貧困や家庭内暴力な

どに苦しむ人のための公的な支援機関である

「避難及び社会復帰セン
(注11)

ター」に外国人の人身

取引被害者を受け入れることが定められた。

さらに、人身取引の章ではなく、同法の第10

章［公共の静 及び安全］の第76条で、外国人

の滞在条件に関して法改正を行い、人身取引の

外国人犠牲者が加害者を告訴した場合又はその

違法行為について刑事訴訟法上の証人となった

場合には、当該の外国人犠牲者には仮滞在許可

証が交付され、正規の職業活動を行う権利を与

えている。また、訴追された者が最終的に有罪

判決を受けた場合には、告訴又は証言を行った

外国人犠牲者には定住権を付与することができ

ることを規定している。

(注)

⑴ L’Office central pour la repression de la traite

フランスにおける人身取引規制法の成立
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des etres humains（OCRTEH)：1958年10月31日の

デクレにより設置された。2002年末段階では、内務省

内の司法警察中央局（Direction centrale de la
 

police judiciare）の管轄下におかれ、国家警察官と

憲兵隊員の協力のもとに、国内における売春斡旋及

び人身取引の情報収集、捜査及び摘発、さらにはユー

ロポール、インターポール等を通じ、またロシア、

ルーマニア、ブルガリア等々との二国間協定に基づ

いて、専門官を相手国に派遣し、国際捜査協力活動を

行っている。

・ La traite des etres humains（人身取引）内務省

サイト：＜http://www.interieur.gouv.fr/rubri-

ques/c/c3police nationale/c332dcpj/Le prox-

enetisme＞(last access2004.2.10)

・ Prostitution sans frontiere(国境なき売春）国防

省サイト：＜http://www.defense.gouv.fr/gen-

darmerie/gendinfo/trafic humain/prostitution.

html＞(last access2004.2.10)

⑵ 治安の悪化は、2002年の大統領選挙、総選挙の最大

の争点の一つであった。「国内治安のための法律」

（案）の主旨の一つに「新たな類型の犯罪並びに重大

な損害及び不正の原因を抑制するべく、現行法を実

情に即して改正すること」があったが、当初、人身取

引の規制は全く視野に入っていなかった。しかし、上

院での審議の過程で、上記の主旨の枠組みで、人身取

引と売春斡旋を厳しく規制する条項を盛り込む緊急

動議が出され、実現した。同法案には、この他にも両

院での審議の過程で、上下両院議員から新たな条文

が次々加えられ、原案では57か条であったものが、最

終的に法律として成立したときには143か条にまで

膨れ上がっていた。詳しくは、参考文献の⑹を参照の

こと。

⑶① 上院外交委員会報告書第217号（2002年２月７

日）

Rapport de J-P Delevoye, n°217(2001-2002),

Commission des Affaires Etrangeres, Senat.＜

http://www.senat.fr/rap/l01-217/l01-217

mono.html＞(last access2004.2.2)

② 下院法務委員会報告書第3552号（2002年１月22

日）

Rapport de Mme Christine Lazerges, n°3552.

Commission des lois, Assemblee nationale (22

janvier 2001)＜http://www.assemblee-

nationale.fr/rapports/r3552.asp＞(last  access

2004.2.2)

③ 「国内治安のための法案」に関する下院法務委員

会報告書第459号（2002年12月５日）

Rapport d’information de Mme Marie-Jo Zim-

mermann pour la securite interieure, n°459,

Assemblee nationale（5decembre2002)＜http://

www.assemblee-nationale.fr/12/rap-info/i0459.

asp＞(last access2004.2.6)

⑷・「欧米女性『強制売春』――ネット経由東京行き」

読売新聞2004.2.8.

・「人身売買対策『日本は不充分』」産経新聞

2004.2.26.

⑸ Delegation parlementaire aux droits des
 

femmes et a l’egalite des chances entre les
 

hommes et les femmes：この委員会（Delegation
 

parlementaire）は、1999年７月12日の法律第99-585

号により両院に設置された特定のテーマをもって国

政調査を行う機関。現在、両院には、本文中に挙げた

女性の権利委員会のほか、EU、国土開発、人口問題

及び国家計画の計５委員会が設置されている。憲法

第43条で定められた６つの常任委員会（Commis-

sions）とは異なる。

⑹ Mission d’information sur les diverses formes de
 

l’esclavage moderne：小委員会と仮訳したが、Mis-

sion d’informationは、議会内で必要に応じて個別の

問題の調査を任務として設けられる調査小委員会。

⑺ Le projet de loi autorisant la ratification du
 

protocole additionnel a la convention des Nations
 

unies contre la criminalite transnationale or-

ganisee visant a prevenir, reprimer et punir la
 

traite des personnes,en particulier des femmes et
 

des enfants （N°118, Session ordinaire de
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2001-2002,Annexe au proces-verbal de la seance
 

du 5 decembre 2001, Senat)＜http://www.senat.

fr/leg/pjl01-118.html＞(last access2004.2.2)

⑻ Proposition de loi renforçant la lutte contre les
 

differentes formes de l’esclavage aujourd’hui（n°

3522, deposee le 8 janvier 2002, adoptee le 24

janvier 2002 par l’Assemblee nationale, n°

185(2001-2002))＜http://www.assemblee-

nationale.fr/dossiers/esclavage moderne.asp＞

(last access2004.2.2)

⑼ Loi n°2002-1041 du 6 aout 2002 autorisant la
 

ratification du protocole additionnel a la conven-

tion des Nations unies contre la criminalite tran-

snationale organisee visant aprevenir,reprimer et
 

punir la traite des personnes, en particulier des
 

femmes et des enfants フランス政府法令サイト

Legifranceより検索：＜http://www.legifrance.

gouv.fr/html/index2.html＞

⑽ 「国内治安のための2003年３月18日の法律第

2003-239号」(Loi n°2003-239du18mars2003pour
 

la securite interieure)

フランス政府法令サイト Legifranceより検

索：＜http://www.legifrance.gouv.fr/html/

index2.html＞

Centres d’hebergement et de reinsertion sociale

（CHRS)：極度の貧困や家庭内暴力等、緊急の社会

的問題を抱える人のための公的な避難・支援セン

ター。男性も対象となっているが、多くは女性及び児

童を保護し、数週間から数か月間センターに収容し

て、社会復帰を支援する施設で、全国に数か所設置さ

れている。少しデータが古いが、1998年１月現在で、

全国で22,200人が収容されており、うち児童は6,500

人であった。“Etudes et Resultats”Direction de la
 

recherche,des etudes,de l’evaluation et des statis-

tiques, Ministere de l’Emploi et de la solidarite

（『調査と結果』雇用・連帯省、調査、研究、評価及

び統計局、1999年８月号参照。）＜http://www.sante.

gouv.fr/drees/etude-resultat/er-pdf/er029.pdf＞

(last access2004.2.25)

(参考文献)（注で用いたものを除く）

⑴ Projet de loi pour la securiteinterieure：“retab-

lir la securite,droit fondamental et premiere des
 

libertes”（国内治安のための法案：安全、基本的人権

及び自由の根源の回復）首相官邸サイト：＜http://

www.premier-ministre.gouv.fr/fr/p.cfm?ref=

36397＞(last access2004.2.2)

⑵ Les droits personnels et sociaux des femmes
 

Un rapport intitule“Le systeme de la prostitu-

tion:une violence a l’encontre des femmes”（フラ

ンス政府、社会・労働・連帯省報告書「女性の人権―売

春制度：女性への暴力」＜http://www.social.gouv.

fr/femmes/gd doss/prostitution/annexe1.htm＞

(last access2004.2.10)

⑶・Traite des etres humains：prioriteaux victimes

（人身取引：犠牲者の優先課題）

・Le trafic des femmes en Europe（ヨーロッパに

おける女性の取引）

以上の２論文は、政府と連携して、人身取引及び売

春から女性を救済するためのフランスのNGO団体

“Mouvement du Nid”（巣の運動）の報告書であ

る。＜http://www.mouvementdunid31.lautre.net/

doc18.htm＞(last access2004.2.10)

⑷ “Code Penal”Journal Officiel de la Republique
 

Française,1993

⑸ ”Code Penal”（Partie Legislative)（フランス刑

法典）フランス政府法令サイト Legifrance：＜

http://www.legifrance.gouv.fr/html/index2.

html＞

⑹ 法務大臣官房私法法制調査部編「フランス新刑法

典」法曹会、平成７年

⑺ 門 彬「国内治安のための法律――犯罪者の DNA

情報蓄積から国旗・国歌侮辱罪まで――」『外国の立

法』219号、2004.2

（かど あきら・海外立法情報調査室）
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国内治安のための2003年３月18日の法律第2003-239号
第１部第８章 ［人身取引及び売春斡旋に対する闘いに関する規定］

及び第10章 ［公共の静 及び安全に関する規定］（抄）

（Loi n°2003-239du 18mars2003pour la securite interieure
 

TITRE Ier
 

Chapitre VIII Dispositions relatives a la lutte contre
 

la traite des etres humains et le proxenetisme
 

Chapitre X Dispositions relatives a la tranquilliteet
 

a la securitepubliques)(extraits)

門 彬 訳

第１部第８章 人身取引及び売春斡旋に対する

闘いに関する規定

第32条

刑法典第225-4条の後に、第１節の２として次

の条文を加
(注１)

える。

第１節の２ ［人身取引］

第225-4-1条

人身取引は、報酬若しくは他のすべての利

益又はこれらを約束することの見返りに、人

を採用し、この者を運搬し、移送し、蔵匿し、

若しくは収受して、未知であると既知である

とを問わず、第三者の自由下にこの者を置き、

この者に対して違法な売春業を行わせ、この

者に対する性的な攻撃若しくは打撃を加え、

この者にさせる物乞い行為から搾取し、この

者の尊厳と相容れない労働若しくは宿泊条件

を強いる違法行為を可能ならしめ、又はすべ

ての重罪若しくは軽罪を犯すことをこの者に

強制する行為をいう。

人身取引には、７年の拘禁刑及び15万ユー

ロ（約２千
(注２)

万円)の罰金刑を科する。

第225-4-2条

前条に規定する違法行為には、次に掲げる

場合、10年の拘禁刑及び150万ユーロ（約２億

円）の罰金刑を科する。

１ 未成年者に対して行った場合

２ 年齢、疾病、身体障害、身体的若しく

は精神的な欠陥若しくは妊娠の状態にあ

るがゆえに、著しく脆弱な情況に陥って

いることが明白である者又は実行者がそ

れと認識している者に対して行った場合

３ 数人の者に対して行った場合

４ 共和国の領土外にいる者又は共和国の

領土に到着した者に対して行った場合

５ 実行者が、不特定の公衆に向けてメッ

セージを発信し、遠隔通信網を利用して

人と接触して行った場合

６ 人をして、身体切断若しくは恒久的障

害に至らしめる傷害又は傷害致死という

直接的な危険にさらす情況下において、

違法行為を行った場合

７ 当事者、その家族又は当事者と日常的

な関係をもつ者に対して脅迫、拘束、暴

力又は詐欺的手段を用いて行った場合

８ 第225-4-1条に定める違法行為の犠牲

者の正嫡関係、自然的関係若しくは養親

関係にある尊属により、又は犠牲者に対

して権限を有する者若しくは職務上付託

された権限を濫用する者が行った場合
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９ 人身取引に対する闘い又は公の秩序の

維持に職務上関与することが要請されて

いる者が行った場合

第225-4-3条

第225-4-1条に定める違法行為が組織的な

団体によって行われた場合には、20年の懲役

刑及び300万ユーロ（約４億円）の罰金刑を科

する。

第225-4-4条

第225-4-1条に定める違法行為が拷問又は

野蛮行為を用いて行われた場合には、無期懲

役刑及び450万ユーロ（約６億円）の罰金刑を

科する。

第225-4-5条

人身取引の違法行為の犠牲者に対して犯

し、又は犯すことになっていた重罪又は軽罪

が、第225-4-1条から第225-4-3条までを適用

して科す拘禁刑よりも長期の自由剥奪刑で罰

せられる場合には、人身取引の違法行為は、

実行者が実際に行った重罪又は軽罪に伴う刑

罰で罰し、この重罪又は軽罪が加重事由を伴

う場合には、実行者が行った加重事由のみに

伴う刑罰で罰する。

第225-4-6条

法人に対し、第121-2条に定める要件に従

い、この節に定める違法行為について刑事責

任があることを言い渡すことができる。法人

に科する刑罰は、次のとおりとする。

１ 第131-38条に定める態様による
(注３)

罰金

２ 第131-39条に列挙す
(注４)

る刑

第225-4-7条

この節に定める軽罪の未遂には、既遂と同

じ刑罰を科する。

第225-4-8条

第225-4-1条から第225-4-6条に定める違法

行為の一若しくは複数の犠牲者又はその違法

行為の実行犯と日常的な関係を有しながら、

自己の暮し向きに相当する収入源を証明でき

ない者には、７年の拘禁刑及び75万ユーロ（約

１億円）の罰金刑を科する。

（第33条～第41条 省略）

第42条

売春から搾取にあったいかなる犠牲者も、

種々の社会的な援助奉仕機関と積極的に協力す

る行政庁が保障及び監督する保護又は支援制度

を利用することができる。

第43条

社会活動及び家族法典第 L345-1条に次の１

項を加える。

避難及び社会復帰センターは、安全な条件で

人身取引の被害者を受入れるものとする。

（第44条～第46条 省略）

第10章 公共の静 及び安全

（第48条～第75条 省略）

第76条

刑法典第225-4-1条から第225-4
(注５)

-6条及び第

225-5条から第225-
(注６)

10条に定める違法行為を自

らに対して働いた者を告訴し、又はこれらの違

法行為の廉で訴追されている者に関して刑事訴

訟法上の証言を行う外国人に対しては、その存

在が公共の秩序に脅威とならない限り、仮滞在

許可証を交付することができる。当該外国人は、

この仮滞在許可証により職業活動を行う権利を

得る。
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訴追された者が最終的に有罪判決を受けた場

合には、告訴し又は証言を行った外国人に居留

外国人証明書を交付することができる。

この条の適用条件は、コンセイユ･デタの議を

経るデクレで定める。特に第１項に定める要件

に基づいて、仮滞在許可証が交付される外国人

の保護、受入及び宿泊の態様を定めるものとす

る。

（第77条～第79条 省略）

(注)

⑴ 刑法典第５章第１節（第225-1条から第225-4条）

は、「差別行為」を律している節である。

⑵ 参考のため、罰金額を2004年２月の平均的なレー

ト（１ユーロ、135円）で円に換算し、端数をまるめ

た数字を訳文中に括弧内に入れて示した。以下の条

文中の罰金額も同様である。

⑶ 刑法典第131-38条：「法人に適用する罰金刑の上

限は、違法行為を罰する法律により自然人に対して

定める額の５倍とする。」

⑷ 刑法典第131-39条は、法人に対して法律上適用で

きる特別の刑罰の種類を９か条列挙している。法人

の解散、一定期間の活動の禁止、司法監視、事業所の

閉鎖、公契約からの排除、資金公募の禁止、小切手の

振出し禁止及びキャッシュカードの使用禁止、犯罪

に関連した物又は犯罪から生じた物の没収、判決の

掲示又は公告等々が挙げられている。詳細は、前掲の

解説文の参考文献⑷及び⑸にあげた“Code Penal”並

びに邦訳「フランス新刑法典」を参照のこと。

⑸ 刑法典第225-4-1条から同第225-4-6条は、この法

律の上記第32条で新たに定められた人身取引に関す

る規定である。

⑹ 刑法典第225-5条から同第225-10条は、売春斡旋罪

に関する規定である。

（かど あきら・海外立法情報調査室）
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